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「秘密」の捉え方及びそれに対する行為規制の例 

 

不正競争防止法（平成五年法律第四十七号） 

 

（定義）  

第二条  この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。  

一～三（略）  

四  窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により営業秘密を取得する行為（以下「不

正取得行為」という。）又は不正取得行為により取得した営業秘密を使用し、若し

くは開示する行為（秘密を保持しつつ特定の者に示すことを含む。以下同じ。）  

五  その営業秘密について不正取得行為が介在したことを知って、若しくは重大な

過失により知らないで営業秘密を取得し、又はその取得した営業秘密を使用し、若

しくは開示する行為  

六  その取得した後にその営業秘密について不正取得行為が介在したことを知って、

又は重大な過失により知らないでその取得した営業秘密を使用し、又は開示する行

為  

七  営業秘密を保有する事業者（以下「保有者」という。）からその営業秘密を示

された場合において、不正の競業その他の不正の利益を得る目的で、又はその保有

者に損害を加える目的で、その営業秘密を使用し、又は開示する行為  

八  その営業秘密について不正開示行為（前号に規定する場合において同号に規定

する目的でその営業秘密を開示する行為又は秘密を守る法律上の義務に違反して

その営業秘密を開示する行為をいう。以下同じ。）であること若しくはその営業秘

密について不正開示行為が介在したことを知って、若しくは重大な過失により知ら

ないで営業秘密を取得し、又はその取得した営業秘密を使用し、若しくは開示する

行為  

九  その取得した後にその営業秘密について不正開示行為があったこと若しくはそ

の営業秘密について不正開示行為が介在したことを知って、又は重大な過失により

知らないでその取得した営業秘密を使用し、又は開示する行為  

十～十五（略）  

２～５（略）  

６  この法律において「営業秘密」とは、秘密として管理されている生産方法、販売

方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られてい

ないものをいう。  

７～１０（略） 

  

（罰則）  

第二十一条  次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若しくは千万円以

下の罰金に処し、又はこれを併科する。  

一  詐欺等行為（人を欺き、人に暴行を加え、又は人を脅迫する行為をいう。以下

同じ。）により、又は管理侵害行為（営業秘密が記載され、又は記録された書面又

は記録媒体（以下「営業秘密記録媒体等」という。）の窃取、営業秘密が管理され

ている施設への侵入、不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する法律
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（平成十一年法律第百二十八号）第三条に規定する不正アクセス行為をいう。）そ

の他の保有者の管理を害する行為をいう。以下同じ。）により取得した営業秘密を、

不正の競争の目的で、使用し、又は開示した者  

二  前号の使用又は開示の用に供する目的で、詐欺等行為又は管理侵害行為により、

営業秘密を次のいずれかに掲げる方法で取得した者 

イ 保有者の管理に係る営業秘密記録媒体等を取得すること。 

ロ 保有者の管理に係る営業秘密記録媒体等の記載又は記録について、その複製を  

作成すること。  

三  営業秘密を保有者から示された者であって、不正の競争の目的で、詐欺等行為

若しくは管理侵害行為により、又は横領その他の営業秘密記録媒体等の管理に係る

任務に背く行為により、次のいずれかに掲げる方法で営業秘密が記載され、又は記

録された書面又は記録媒体を領得し、又は作成して、その営業秘密を使用し、又は

開示した者 

イ 保有者の管理に係る営業秘密記録媒体等を領得すること。 

ロ 保有者の管理に係る営業秘密記録媒体等の記載又は記録について、その複製を  

作成すること。  

四  営業秘密を保有者から示されたその役員（理事、取締役、執行役、業務を執行

する社員、監事若しくは監査役又はこれらに準ずる者をいう。次号において同じ。）

又は従業者であって、不正の競争の目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、

その営業秘密を使用し、又は開示した者（前号に掲げる者を除く。）  

五  営業秘密を保有者から示されたその役員又は従業者であった者であって、不正

の競争の目的で、その在職中に、その営業秘密の管理に係る任務に背いてその営業

秘密の開示の申込みをし、又はその営業秘密の使用若しくは開示について請託を受

けて、その営業秘密をその職を退いた後に使用し、又は開示した者（第三号に掲げ

る者を除く。）  

六  不正の競争の目的で、第一号又は第三号から前号までの罪に当たる開示によっ

て営業秘密を取得して、その営業秘密を使用し、又は開示した者  

２以下（略） 

  

第二十二条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関し、前条第一項第一号、第二号若しくは第六号又は第二項

に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して三億

円以下の罰金刑を、その人に対して本条の罰金刑を科する。  

２  前項の場合において、当該行為者に対してした前条第一項第一号、第二号及び第

六号並びに第二項第五号の罪に係る同条第三項の告訴は、その法人又は人に対しても

効力を生じ、その法人又は人に対してした告訴は、当該行為者に対しても効力を生ず

るものとする。  

３  第一項の規定により前条第一項第一号、第二号若しくは第六号又は第二項の違反

行為につき法人又は人に罰金刑を科する場合における時効の期間は、これらの規定の

罪についての時効の期間による。  
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日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭和二十九年法律第百六十六

号） 

 

（定義）  

第一条 

１、２（略）  

３  この法律において「特別防衛秘密」とは、左に掲げる事項及びこれらの事項に係

る文書、図画又は物件で、公にないないものをいう。  

一～二（略）  

 

（特別防衛秘密保護上の措置）  

第二条  特別防衛秘密を取り扱う国の行政機関の長は、政令で定めるところにより、

特別防衛秘密について、標記を附し、関係者に通知する等特別防衛秘密の保護上必要

な措置を講ずるものとする。  

 

（罰則）  

第三条  左の各号の一に該当する者は、十年以下の懲役に処する。  

一  わが国の安全を害すべき用途に供する目的をもつて、又は不当な方法で、特別

防衛秘密を探知し、又は収集した者  

二  わが国の安全を害する目的をもつて、特別防衛秘密を他人に漏らした者  

三  特別防衛秘密を取り扱うことを業務とする者で、その業務により知得し、又は

領有した特別防衛秘密を他人に漏らしたもの  

２  前項第二号又は第三号に該当する者を除き、特別防衛秘密を他人に漏らした者は、

五年以下の懲役に処する。  

３  前二項の未遂罪は、罰する。  

 

第四条  特別防衛秘密を取り扱うことを業務とする者で、その業務により知得し、又

は領有した特別防衛秘密を過失により他人に漏らしたものは、二年以下の禁こ又は五

万円以下の罰金に処する。  

２  前項に掲げる者を除き、業務により知得し、又は領有した特別防衛秘密を過失に

より他人に漏らした者は、一年以下の禁こ又は三万円以下の罰金に処する。  

 

第五条  第三条第一項の罪の陰謀をした者は、五年以下の懲役に処する。  

２  第三条第二項の罪の陰謀をした者は、三年以下の懲役に処する。  

３  第三条第一項の罪を犯すことを教唆し、又はせん動した者は、第一項と同様とし、

同条第二項の罪を犯すことを教唆し、又はせん動した者は、前項と同様とする。  

４  前項の規定は、教唆された者が教唆に係る犯罪を実行した場合において、刑法（明

治四十年法律第四十五号）総則に定める教唆の規定の適用を排除するものではない。  

 

第六条、第七条（略） 
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＜参考＞不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成十一年法律第百二

十八号） 
 

（目的）  

第一条  この法律は、不正アクセス行為を禁止するとともに、これについての罰則及

びその再発防止のための都道府県公安委員会による援助措置等を定めることにより、

電気通信回線を通じて行われる電子計算機に係る犯罪の防止及びアクセス制御機能

により実現される電気通信に関する秩序の維持を図り、もって高度情報通信社会の健

全な発展に寄与することを目的とする。  

 

（定義）  

第二条  この法律において「アクセス管理者」とは、電気通信回線に接続している電

子計算機（以下「特定電子計算機」という。）の利用（当該電気通信回線を通じて行

うものに限る。以下「特定利用」という。）につき当該特定電子計算機の動作を管理

する者をいう。  

２  この法律において「識別符号」とは、特定電子計算機の特定利用をすることにつ

いて当該特定利用に係るアクセス管理者の許諾を得た者（以下「利用権者」という。）

及び当該アクセス管理者（以下この項において「利用権者等」という。）に、当該ア

クセス管理者において当該利用権者等を他の利用権者等と区別して識別することが

できるように付される符号であって、次のいずれかに該当するもの又は次のいずれか

に該当する符号とその他の符号を組み合わせたものをいう。  

一  当該アクセス管理者によってその内容をみだりに第三者に知らせてはならない

ものとされている符号  

二  当該利用権者等の身体の全部若しくは一部の影像又は音声を用いて当該アクセ

ス管理者が定める方法により作成される符号  

三  当該利用権者等の署名を用いて当該アクセス管理者が定める方法により作成さ

れる符号  

３  この法律において「アクセス制御機能」とは、特定電子計算機の特定利用を自動

的に制御するために当該特定利用に係るアクセス管理者によって当該特定電子計算

機又は当該特定電子計算機に電気通信回線を介して接続された他の特定電子計算機

に付加されている機能であって、当該特定利用をしようとする者により当該機能を有

する特定電子計算機に入力された符号が当該特定利用に係る識別符号（識別符号を用

いて当該アクセス管理者の定める方法により作成される符号と当該識別符号の一部

を組み合わせた符号を含む。次条第二項第一号及び第二号において同じ。）であるこ

とを確認して、当該特定利用の制限の全部又は一部を解除するものをいう。  

 

（不正アクセス行為の禁止）  

第三条  何人も、不正アクセス行為をしてはならない。  

２  前項に規定する不正アクセス行為とは、次の各号の一に該当する行為をいう。  

一  アクセス制御機能を有する特定電子計算機に電気通信回線を通じて当該アクセ

ス制御機能に係る他人の識別符号を入力して当該特定電子計算機を作動させ、当

該アクセス制御機能により制限されている特定利用をし得る状態にさせる行為

（当該アクセス制御機能を付加したアクセス管理者がするもの及び当該アクセス
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管理者又は当該識別符号に係る利用権者の承諾を得てするものを除く。）  

二  アクセス制御機能を有する特定電子計算機に電気通信回線を通じて当該アクセ

ス制御機能による特定利用の制限を免れることができる情報（識別符号であるも

のを除く。）又は指令を入力して当該特定電子計算機を作動させ、その制限され

ている特定利用をし得る状態にさせる行為（当該アクセス制御機能を付加したア

クセス管理者がするもの及び当該アクセス管理者の承諾を得てするものを除く。

次号において同じ。）  

三  電気通信回線を介して接続された他の特定電子計算機が有するアクセス制御機

能によりその特定利用を制限されている特定電子計算機に電気通信回線を通じて

その制限を免れることができる情報又は指令を入力して当該特定電子計算機を作

動させ、その制限されている特定利用をし得る状態にさせる行為  

 

（不正アクセス行為を助長する行為の禁止）  

第四条  何人も、アクセス制御機能に係る他人の識別符号を、その識別符号がどの特

定電子計算機の特定利用に係るものであるかを明らかにして、又はこれを知っている

者の求めに応じて、当該アクセス制御機能に係るアクセス管理者及び当該識別符号に

係る利用権者以外の者に提供してはならない。ただし、当該アクセス管理者がする場

合又は当該アクセス管理者若しくは当該利用権者の承諾を得てする場合は、この限り

でない。  

 

（アクセス管理者による防御措置）  

第五条  アクセス制御機能を特定電子計算機に付加したアクセス管理者は、当該アク

セス制御機能に係る識別符号又はこれを当該アクセス制御機能により確認するため

に用いる符号の適正な管理に努めるとともに、常に当該アクセス制御機能の有効性を

検証し、必要があると認めるときは速やかにその機能の高度化その他当該特定電子計

算機を不正アクセス行為から防御するため必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。  

 

第六条、第七条（略） 

  

（罰則）  

第八条  次の各号の一に該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処

する。  

一  第三条第一項の規定に違反した者  

二  第六条第三項の規定に違反した者  

 

第九条  第四条の規定に違反した者は、三十万円以下の罰金に処する。  

 
 
 


